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2022 年 6 月 14 日、国務院は「広州南沙にける世界に向けた広東・香港・マカオ間の包括的な協力を深めるための全

体方案」1（以下『南沙方案』）を公布した。「南沙方案」では、大湾区2において広州市南沙区が地理的中心に位置する

特性を生かし、世界に向けた重要な戦略的プラットフォームとなるべく、広東・香港・マカオ・大湾区の建設において主

導的な役割を果たすための方針が示された。本稿では、「南沙方案」の主な内容について紹介したい。 

１． 背景 

南沙区は、広州市の南部に位置し、2012 年に国家レベルの発展新区として指定され、立地の良さを活かして香港・マ

カオとの協働を強化する発展規画が制定された3。2015 年に自由貿易区として正式に発足した際には、物流・金融・ハ

イエンド製造業・現代サービス業を重点産業に置く発展方針が定められた。その後 2019 年に「広 東・香 港・マカオ大

湾区発展計画綱要」4が発表され、南沙区が深圳前海、珠海横琴と共に大湾区の建設における重要なプラットフォーム

と、開発の最優先地区と位置付けられている。 

「南沙方案」では南沙区の役割をより一層強化し、大湾区の建設において牽引する役割となる内容が盛り込まれている。

具体的な数値目標は明示されていないものの、2025 年と 2035 年までの目標と発展計画がそれぞれ示された。2025

年までの目標としては、香港への交通の便がよい先行エリアでの進展を図り、南沙区、香港、マカオが一体となって科

学技術・イノベーションの発展を促す仕組みや、香港・マカオの若者にとって生活・働きやすい環境を整備するなどの措

置が盛り込まれた。2035 年までの目標には、科学技術の成果を産業化する能力を引き上げ、世界一流のビジネス環

境を整備することによって香港・マカオと共に高度な開放の扉を開くことを目指している。以下では、香港の企業や個人

にとって関心が高いと思われる項目を抜粋して整理する。 

 

                                            

1 《国务院关于印发广州南沙深化面向世界的粤港澳全面合作总体方案的通知》（国发[2022]13号）の原文はこちらをご参照 
2 大湾区（グレーターベイエリア・GBA）とは広東省珠江デルタ地域所在の 9 つの都市（深圳、東莞、恵州、広州、肇慶、仏山、中山、

珠海、江門）と、香港及びマカオ特別行政区から構成される都市圏である 
3 詳細は 2012 年 10 月 10 日公表の「広州南沙新区発展規画」にご参照 
4  詳細は 2019 年 2 月 18 日公表の「広 東・香 港・マカオ大湾区発展計画綱要」と当室作成のニュースフォーカス 2019 年第 4 号

にご参照 
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２． 主な内容（抜粋） 

  項目・分野 概要(抜粋) 

実施範囲 

 広州市南沙区全域が対象で、面積は約 803km2。このうち中国（広東）自由貿易試験区

南沙エリアの約 23 km2の土地（南沙湾、慶盛ハブ、南沙ハブ）を先行エリアに指定し計

画の遂行を牽引する役割を担わせる 

企業誘致・ 

起業支援 

 奨励産業目録を制定し、先行区における奨励類産業に属する企業は 15%の企業所得

税優遇税率を適用 

 条件を満たす香港・マカオ起業者に当地の起業保証ローンと利息補助を適用 

 主に香港・マカオ企業に投資するベンチャーキャピタルへ、ファンドの登録や、ビジネス

サービスにおける利便措置を提供 

科学技術・ 

イノベーション 

 広東・香港・マカオ間の科学技術の共同イノベーションを強化し、南沙で設立された香

港・マカオの R&D・イノベーション企業に財政的支援を提供 

 R&D 設備の輸入を支援する他、香港・マカオの R&D 機構が科学研究や認証検査に必

要な製品とサンプルの製品認証を免除 

 条件を満たす香港の私募ファンドによる南沙の港資イノベーション企業への融資参入を

支援 

 ハイテク企業の損失繰越期間を延長 

 自動運転車などを含む「インテリジェント・コネクテッド・ビークル（ICV）」の産業団地を建

設し、スマート交通産業の集積を図る 

 ロボット関連のイノベーションセンターを建設し、工業ロボットとサービスロボットを発展さ

せる。無人機や無人艇といった無人システム産業の発展にも力を入れる 

 香港科技大学と中国科学院との連携による南沙で中国南部の海洋科学技術イノベーシ

ョンセンターを建設 

人材導入・ 

生活利便 

 南沙で勤務する香港・マカオ住民に対し香港・マカオの課税負担を超える個人所得税の

負担を免除 

 南沙で勤務・生活している香港・マカオ住民に対して当地で同等の市民待遇を享受可能

とすることや社会保障措置のクロスボーダー適用を推進  

 南沙で就業している香港の大学生に補助を提供 

 南沙の公立病院で非急患向けクロスボーダー診断協力のパイロットを導入 

専門業界 

 香港専門サービスの参入基準を更に緩和、本土と香港・マカオ弁護士事務所の連携制

度を改善 

 香港専門学会会員資格を所有する建築士、構造エンジニア、測量士に対して、本土の

協会（学会）会員資格との相互認定を可能とする 

 香港で建築や関連エンジニアリングコンサルティング等に対応する資格を取得した企業

及び専門家は備案（届け出）後、本土で直接のサービス提供を可能とする 

 香港・マカオ企業が独資・持株している開発プロジェクトにおける香港・マカオの建設プ

ロジェクト管理モデルの採用を認める 

 大湾区印刷業の対外開放プラットフォームの建設を推進 

 香港・マカオ住民が本土での小中学校教員資格申請を認める政策を確定 

金融 

 条件を満たす香港・マカオの投資者による当局許認可が必要な金融機関（証券・先物・

ファンド会社など）の設立を支援  

 クロスボーダー自動車・医療保険商品の先行実施を行う 

 南沙で大湾区国際商業銀行の設立を検討 

 適格域内有限責任組合員（Qualified Domestic Limited Partner, QDLP）による域外投

資のパイロット政策を展開し、広東省・香港・マカオの機関が共同で人民元建て域外投

資ファンド・ローンの設立を支持 
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対外開放 

 交通面で香港・マカオとの連携を強化し、南沙ハブと香港を直接結ぶ交通ネットワーク

の建設を推進 

 香港の国際航運センターとして役割と海事サービスの優位性を活用し、航運にける広

東・香港・マカオの連携をさらに強化し、南沙で大湾区航運交易センターの共同建設を

推進 

 香港・マカオのヨットの出入境に関する政策・管理体制と運用基準を改善  

 南沙で香港・マカオ商工会代表所の設置を奨励 

 RCEP の実施を支援し、欧米との協力を強化 

 国際交流の新たな拠点として、南沙は大湾区が一帯一路の国際経済協力を拡大する

ための新たなプラットフォームを構築 

 

３． まとめ 

国務院は 2021年 9月、南沙と同じく大湾区構想における重要な協力プラットフォームとして位置づけられる深圳前海、

珠海横琴の発展に向け、それぞれ全体計画5を発表した。これらの「前海方案」と「横琴方案」と同様に、南沙方案は広

東省・香港・マカオの協力関係を強化させ、深化改革において先行的モデルとなることを目的としているが、両方案の

政策とは異なる方向性を持っている。「前海方案」は現代サービス業における前海と香港の産業協働、「横琴方案」は

マカオの多元化発展に重点を置いているのに対し、「南沙方案」は香港・マカオとの全面的な協力、共同拡大を強調し

ながら、世界に向けた一帯一路沿線国との交流にも力をいれ、より高い目線での発展・対外開放を目指している。 

なお、各方案の実施範囲からみると、「前海方案」の 121km2と「横琴方案」の 106km2に対し、「南沙方案」は南沙区の

全域803km2が指定されている。「南沙方案」は大湾区構想の方向に沿って、科学技術・イノベーションを主軸とし広東・

香港・マカオとの協働を強調しており、とりわけ海洋科学、エネルギー、自動運転車、工業ロボット、無人システム産業

に重点を置いている。これらの産業の発展にはより多くのスペースが必要であることから、南沙区の広い面積は重要な

役割を果たしている。地理的に南沙は前海や横琴ほど香港・マカオに隣接していないが、先行エリアとして指定された

3 つの地区とも、香港と密接に接続する交通ネットワークを構築しているため、香港・マカオとの協力に強固な基盤を提

供できる。 

香港の個人・企業にとって、「南沙方案」において注目される施策としては、個人・企業に向けの所得税優遇税制、本土

の市民待遇を享受可能とする措置が挙げられる。特に個人所得税優遇政策については、これまで広東省の各都市が

打ち出した優遇策では香港・マカオの一部のハイエンド人材のみが対象とされたのに対し、「南沙方案」では当地で勤

務する全ての香港・マカオ住民を対象とすることは特筆に価する。企業所得税においても、奨励産業目次に沿った

15%の優遇税率が導入されることで、南沙と前海・横琴とのギャップが埋まり、より迅速にイノベーションのリソースが集

まることが期待されている。 

政策の実施面においては、広州市、香港とマカオの関連部署との具体的な連携策策定がポイントとなろう。各分野の

数値目標を伴った具体的な計画は今後打ち出されるとみられる。当室では、今後の動向に注視し引き続き関連情報を

提供していきたい。 

 

以上 

                                            

5 詳細は当室作成のニュースフォーカス 2021 年第 10号にご参照 

https://www.bk.mufg.jp/report/chi200402/NF2021-10JP.pdf
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 発行日 タイトル 

2022 年第 7 号 2022/7/5 香港は「統治と繁栄」の段階へ 習近平主席が返還 25 周年式典で演説 

2022 年第 6 号 2022/6/15 イノベーション海南省の建設実施方案 

2022 年第 5 号 2022/4/11 広東省自貿区における貿易投資促進の利便化措置の発表 

当室が発行した過去のニュースフォーカスについて、以下のリンクよりご参照： 

（日本語） https://www.bk.mufg.jp/report/chi200402/Archive_JP.pdf 

（英語） https://www.bk.mufg.jp/report/chi200402/Archive_ENG.pdf 
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